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職域における野菜摂取増加を検証した
栄養・健康教育のシステマティックレビュー

澤 田 樹 美＊１ 石 原 孝 子＊２

今 井 具 子＊３ 吉 野 佳 織＊４

目的：職域を対象にした栄養・健康教育による野菜摂取増加をシステマティックレビューし，介入プ

ログラム内容や行動科学理論を明らかにすること．

方法：データベースは，国内文献は医中誌とJdream�，海外文献はPubMedを使用した．オンライ

ン検索は２０１０年１月までに出版された論文を対象とし，検索式は“野菜”，“職域”，“介入”を

示すキーワードを組み合わせた．採択基準は１）無作為臨床試験（RCT）もしくは対照群を

おく研究（CT），２）栄養・健康教育の領域，３）野菜摂取増減の検証，４）対象集団が勤労

者，５）英語または日本語の記載とした．キーワード検索により，海外文献は１３４件を採択し

た．タイトルと抄録より８２件の論文を除外し，フルテキストの精読により２１件を抽出した．野

菜摂取増加のアウトカムを評価するために評価指標を設けた．

結果：野菜摂取増加の評価をした結果１０件が採択され，介入により野菜摂取の増加が認められたのは

５件（増加量は０．１８―０．７７SV，及び０．１８cup）であった．５件の介入プログラムでは，情報提

供だけでなく食堂改善や周囲の支援などを実施した環境プログラムと，ITを使用した教育プ

ログラムであった．全てに行動科学理論が用いられており，４件にトランスセオレティカルモ

デルが使用されていた．

結論：野菜摂取が増加した介入研究は少なく，今後は効果的な介入プログラムの開発が必要である．

また職域での栄養・健康教育を実施する際には，知識等の情報提供のみではなく，環境支援や

ITの使用も積極的に取り入れ，行動科学理論を適用することが望ましい．
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� 緒 言

わが国の勤労者世代は勤務時間が長く，一日

の大半を職場で過ごしているが１），職場で健康

の保持・増進の取り組みを実施している事業所

は４５．２％（厚生労働省調査）と半分以下である２）．

その中で，最も多く取り組まれている内容は，

個別の「健康相談」（４６．１％）であり，職場全

体への健康教育にあたる「トータル・ヘルス・

プロモーション・プラン（THP）による健康
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づくりの実施」（５．０％）の割合は低く２），単発

の講演会やイベント等が中心で，勤労者全体を

対象にした行動変容につながる取り組みは十分

とはいえない．

一方，近年では野菜・果物の摂取は，肥満や

心疾患，循環器疾患，がん予防と関連すること

が知られるようになってきた３，４）．しかしなが

ら，平成１９年度の国民健康・栄養調査５）による

と，２０代（２４８．５g）から４０代（２６５．７g）の 勤

労世代の野菜摂取量は３００g以下であり，健康

日本２１の野菜摂取量の目標値である３５０gには

達しておらず，積極的な健康づくりの施策・対

策が求められている．

これに対し，海外では，栄養教育やヘルスプ

ロモーションへの取り組みが積極的に行われて

おり，「５A DAY運動」や野菜摂取の増加に向

けた国民キャンペーンが，国や食品業界，地域

を巻き込んで推進されている６）．実際，１９９１年

以降，アメリカ国民の野菜消費量は増加傾向を

示し７），野菜・果物摂取の増加を検証した論文

が多数報告され，以下に示すレビュー論文が著

されている．

Sorensenらは職域での野菜（野菜＆果物）

摂取増加を目的とした調査や取組みについて８），

Glanzらはレストラン９）野菜青果売り場１０）での野

菜（野菜＆果物）摂取増加のための戦略につい

て，それぞれレビューを行った．しかしなが

ら，両者共に定性的な総説であり，野菜（野菜

＆果物）摂取量の増減についての定量的な記述

はない．また，Pomerleauらは職域やスーパー

マーケット等での介入研究に関するシステマ

ティックレビューを行い，介入内容と野菜（野

菜＆果物）摂取の増減について報告したが１１），

介入プログラムに用いた行動科学理論や結果の

指標となる調査票の妥当性等の情報は記載され

ていない．最近ではThorogoodらががん予防を

目的とした地域や職域における脂質，野菜・果

物，食物繊維，赤肉などの摂取に関する介入研

究のメタアナリシスを行っており，エビデンス

の数や方法論の課題はあるものの，これらの中

では野菜・果物摂取の増加が最も大きかったと

報告している１２）．しかし，介入の成功には行動

科学理論の裏付けが重要であると述べている

が，効果のあったプログラムにどの理論が使用

されているのか未確認という課題を残してい

る．さらに，採択論文の質的評価項目の記載は

あったが，脂質や食物繊維，赤肉など複数の食

品や栄養素を対象としており，特別に野菜摂取

に焦点を当てたものではなかった．

以上を背景に，本研究では，今後わが国の職

域での健康教育に資するべく，職域における野

菜（野菜＆果物）摂取増加を目的とした介入研

究論文のシステマティックレビューを行った．

レビューにあたっては，教育内容（介入プログ

ラムや行動科学理論）や調査方法の信頼性，野

菜（野菜＆果物）摂取量の増減などが明記され

た論文を対象とした．

� 方 法

オンライン検索を，２０１０年１月までに出版さ

れた論文全てを対象に行い，著者らが使用でき

るデータベースを使用した．国内文献について

は医中誌およびJdream�，海外文献について

はPubMed（MEDLINE），をそれぞれ用いた．

本研究は野菜摂取のレビューであるが，海外で

はアメリカの農産物健康増進基金（PBH）と

米国国立がん研究所（NCI）が協力して始めた

健康増進運動（５A DAY）のように野菜と果

物を同時に取り扱っている研究が多いため，野

菜と果物をキーワードとして検索した．キー

ワード検索にはMeSH機能を用い，国内文献に

ついては，野菜OR果物AND職場OR職域OR産

業OR従業員AND介入ORプログラムORプロ

ジェクトOR戦略ORイニシアチブORキャン

ペーンORプログラム評価を使用した．MED-

LINEで使用したキーワードとレビュー行程を

図１に示す．

コンピューター検索の後，野菜（野菜＆果物）
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摂取の結果に関した記載がある介入研究につい

て，タイトルと抄録でスクリーニングをした．

本レビューの採択基準は，１）無作為臨床試験

（RCT）もしくは，対照群をおく介入研究

（CT）であること，２）介入は栄養教育及び

健康教育やヘルスプロモーションの領域である

こと，３）野菜摂取の増加の結果を検証してい

ること，４）対象集団は職域で働く従業員であ

ること，５）英語または日本語で記載されてい

ることとした．

タイトルと抄録によるスクリーニング後，フ

ルテキストを入手し，全員で協議のうえ採択論

文を決定した．その後対象者や対象集団の特

徴，調査票の種類及び妥当性の記載，プログラ

ム内容，行動科学理論，解析方法，結果の解釈

などの精読を澤田，石原，今井の３名のレ

ビューアーが個別に精読を行った．各レビュー

アーの精読結果，和訳の解釈の相違について

は，メール会議，検討会を経て，必ず２名以上

の合意を得た．

さらに，野菜（野菜＆果物）摂取増加の結果

を評価するために，エビデンステーブルを基

に，２名のレビューアーが独立して検証をし

た．評価指標は１）野菜（野菜＆果物）摂取増

加の検証をした採択論文の研究デザインが

RCT・CTであること，２）対象者は，介入

群・対照群ともに同じ職種・集団であること，

３）食事調査方法は，２４時間思い出し法または

FFQ：Food Frequency questionnaire（果物＆

野菜摂取のみの摂取量を求める簡易版調査を含

む）を使用していることであり，FFQの場合

は妥当性検証実施の記載があること，４）野菜

（野菜＆果物）摂取の量・頻度の変化の結果に

ついて，対照群との差（または割合）の比較を

行った解析結果であること，５）解析方法が

ITT（intention―to―treat）解析であることの５

項目とした．これらの項目に対する評価の相違

についても，合意が得られるまでディスカッ

ションを重ね，最終決定に至った．

野菜（野菜＆果物）摂取の量・頻度等の増加

を示す結果を評価する際に，最低限外せないと

判断した優先度の高い評価項目として研究デザ

図１ 英文誌の文献検索フローチャート
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イン，野菜＆果物摂取調査票の妥当性の記載，

解析方法の３項目を設定し，これらの条件を満

たしている文献について野菜（野菜＆果物）摂

取における増加のアウトカムが信頼できる結果

であるとした．

� 結 果

国内文献のキーワード検索結果は，医中誌で

は１３件，J Dream�では１１件であり重複論文を

除いた合計２２件が採択された．その後タイトル

と抄録から職域における栄養・健康教育とは無

関係の１８件を除外し，残り４件の本文を精読し

たところ，RCT及び対照群をおいた国内の論

文は０件であった．

海外文献の結果ではキーワード検索の結果

１３４件が抽出された．今回のレビューを始める

際に，採択可能な論文数の予測が困難であった

ため，まず，検索式にRCT，CTを含めず，広

範囲な検索をしたところ，充分な件数があるこ

とを確認した．次にタイトルと抄録からスク

リーニングを行い，職場の栄養・健康教育を含

まない８２件（野菜や果物を扱った前後比較や

ケーススタディのデザイン，態度など野菜摂取

増減が確認できない文献などを含む）は除外し

た．採択基準外を除き残った５２件の文献を取り

寄せ，本文を確認し，さらに３１件の研究を除外

した（図１）．除外理由は，�研究デザインが

RCT，CT以外の前後比較研究（ｎ＝６），�

介入研究のベースラインデータを利用した研究

（ｎ＝８），�介入研究データを利用したプロ

セス評価や２次的解析研究（ｎ＝１４），�レ

ビュー論文（ｎ＝１），�同一の複写論文（ｎ＝

１），�野菜（野菜＆果物）摂取増減のアウト

カムの報告の記載がない論文（ｎ＝１）であっ

た．

その結果，２１件の文献１３―３３）を，今回のレ

ビューに採択し，栄養・健康教育プログラムの

内容，その教育プログラムを推進する上で用い

られていた行動科学理論やモデル，野菜（野菜

＆果物）摂取の増加の変化について，エビデン

ステーブル（表１）にまとめた．

介入プログラム内容と介入期間

２１件の採択論文には，個別教育介入（カウン

セリングなど），集団教育介入（セミナーなど），

環境介入（社員食堂の卓上メモやポスターなど

の情報提供とヘルシーメニューなどの食物提

供），組織介入（従業員と管理・監督者で構成

された審議会の設置）など複数の介入プログラ

ムを組み込んだプログラムが展開されていた．

今回のレビューでは野菜＆果物摂取の増加の

みに焦点を当てたプログラムは，３件２５，２６，２９）で

あり，３件全てが大規模な施設単位による

５aDAYの環境介入プログラムであった．Ber-

esfordらは行動変容に沿って従業員食堂を利用

した取組みを実施し２５），BullerらとSorensenら

は職場の同僚２６）や家族２９）など周囲に働き掛ける

プログラムを実施し，行動科学理論をベースに

其 １々２か月以上の長期にわたって介入を行って

いた．

介入プログラムでは，野菜摂取と脂質や栄養

素の摂取量の変化を目標にしたプログラ

ム１８，２０，２８，３１），栄養教育とともに禁煙対策１７，２２，３０）ま

たは身体活動１３，１４，１６，１８，２４，３３）を取り入れたプログラ

ム，両者を同時に取り入れた多目的介

入１５，１９，２３，２７）などが行われていた．教育ツールと

しては，支援者による直接面談の他，電話や手

紙，インターネットのメール，パンフレットや

卓上メモ等が用いられていた．

エビデンステーブルには文献の発表年の新し

いものから順に論文を並べたが，１９８８年に

Zimmerman３３）らが実施した介入研究では，主

に個別への健康情報のフィードバックと集団教

育を併用させ，パンフレットやリーフレットな

ど一律の教材を提供した．しかしその後対象者

一人一人に合せたコンピューターによるテイ

ラードプログラム３１）が実施された．

１９９６年以降になると，従来の個別支援や集団

教育ではなく食環境介入も併用した介入研究が
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盛んに報告された．ヘルシーフードの食物提供

などの食環境介入と個別や集団の栄養教育とを

併用した研究は「Working Well Trial」３０）「The

Teatwell ５―a―day Study」２９）「The Working

Healthy Project」２７）「Seattle５a Day Worksite

Program」２５）「The Wellworks―２ Study」２２）など

の大規模プロジェクトがほとんどで，アメリカ

のボストンや，シアトルなどから施設単位の無

作為臨床試験が報告された．また，今回のレ

ビューでは従業員が主体となりプロジェクトや

プログラムに参画する審議会を勤務時間内に設

置した組織介入の手法も数多く報告され

た１９，２２，２５，２７，２９，３０）．

２００７年以降の論文では，体重や腹囲，喫煙率

などの指標も入れた電話やｅ―メール，手紙等

を使用したカウンセラーによる個別支援が実施

された１４，１７）．しかしSternfeldらは複数回にわた

るカウンセラーによる電話やｅ―メール等の

ツールを使用した支援は，費用が高額になると

いう課題から，費用対効果を考慮し，カウンセ

ラーを導入しないインターネットのみの

ｅ―メール個別支援プログラムの効果検証を実

施した１３）．このプログラムは従来のカウンセ

ラーが栄養・健康教育のカウセリング手法とし

て利用する社会的認知理論や目標設定，インセ

ンティブを与えるなどの数多くの理論やそのコ

ンセプトをベースライン調査の結果を基にコン

ピューターにプログラミングし，対象者の状況

に合せてインターネットからメールを送るもの

であり，その結果１６週間で０．１８cup容量の野菜

＆果物摂取量を増加させ，４ヶ月後のフォロー

アップまで効果を持続させた．

本レビュー論文の介入期間は最低３週間から

２年半と様々であった．

行動科学理論

採択論文で主に使用されていた行動科学理論

やモデルは，個人レベルのヘルスビリーフモデ

ルやトランスセオレティカルモデル，個人間レ

ベルの社会的認知理論，組織レベルのコミュニ

ティ・オーガニゼーション，参加の原理（Prin-

ciple of participation），ソーシャルマーケティ

ング，ソーシャルサポート，ソーシャルネット

ワークなどであった．多くの研究では，数種の

行動科学理論やモデルを組み合わせた栄養・健

康教育を実施していた．最も多く活用されてい

た理論はトランスセオレティカルモデ

ル１３，１７，２３，２４，２５，２８，３０）であり，次に多かったのは社会

的認知理論１３，１６，１７，２３，２８）であった．理論やモデルの

記載がない研究は６件１４，１５，１８，２０，２１，３２）であった．今

回数多くの行動療法や行動科学理論のコンセプ

トの記載が認められたが，本レビューの行動科

学理論の定義は，理論とモデルの記載に限定す

ることとした．

野菜摂取の評価方法

野菜と果物摂取の評価指標として使用されて

いた調査法は，FFQ（簡易版も含む）が１６

件１３―２３，２７―３１），２４時間思い出し法とFFQを同時に

使用した研究が２件２５）２６）であった．その他には

FFQの記載のないアンケートが２件２４）３２）とFFQ

の記載のない電話インタビューが１件３３）であっ

た．FFQを使用した１６件のうち５件１７，１９，２２，２８，２９）

が，National Cancer Institute’s Five―A―Day

for Better Health research projects（NCI）で

開発された調査票を使用していた．Sorensen

（１９９９年）らはNCIを基盤にした７項目の調査

票に他の頻度調査票を追加して使用してお

り２９），Sorensen（２００５年）らはNCIの調査項目

の頻度を簡略化して５SV以上，５SV未満という

スケールに改良して用いていた１９）．Block Food

Frequency Questionnaireの調査票は３件の研

究１３，２７，３０）で使用されていた．FFQを使用した研

究のうち，１１件の論文が使用したFFQの妥当

性や信頼性について記述していたが，文献中に

数値を記載していたのは，Beresfordら２５）と

Brugら３１）の２件であり，その他は参考文献を

示したのみであった．
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表１ 職域における野菜（野菜＆果物）摂取を

著 者 プロジェ
クト名 実施場所 研究デ

ザイン 本論文の目的 介 入 内 容 理論・モデル

Sternfeld B
et al,
２００９（１３）

ALIVE :
a work-
site ran-
domized
trial

U.S.，カ
リフォル
ニア

RCT ITのみによる
プログラムの効
果の検証

介入群：１）ｅ―メールメッセージの配信（１６週）２）
３種類のプログラムを個別選択し各自ゴールを設定し
て実践：
�身体活動増加プログラム
�野菜果物増加プログラム
�脂質・砂糖減少プログラム
対照群：介入なし

トランスセオレ
ティカルモデ
ル，社会認知理
論

van Wier MF
et al,
２００９（１４）

Health
Partners

Nether-
lands

RCT 過体重の従業員
に対する教育支
援方法（電話支
援とメール支
援）による効果
の違いの検討

介入群：
�電話支援群：個別指導：電話カウンセリング，セル
フケア教材の冊子

�メール支援群：双方向メール支援，セルフケア教材
の冊子

対照群：セルフケア教材の冊子

記載なし

Moy FM
et al,
２００８（１５）

Work
health
promo-
tion pro-
gram

Malaysia CT 心疾患予防のた
めの職域介入プ
ログラムの食事
改善と血中総コ
レステロール低
減効果の検討

介入群：１）個別介入（情報提供，食事カウンセリン
グ，セルフモニタリング） ２）集団介入（運動・禁
煙），フォーカス・グループ・ディスカッション
対照群：最小限の健康教育（郵送による健診結果の返
却，健康的な生活習慣に関する標準的な小冊子の配
布，年１回の集団教育）

記載なし

Elliot DL
et al,
２００７（１６）

PHLAM
E Pro-
ject

U.S. RCT チーム履修と個
別支援を組み合
わせた
PHLAMEに よ
る行動変容の効
果の差異の検証

介入群：
�チーム履修群：１）個別介入（面談，ワークブック，
テスト），２）集団介入（教育を受けたチームリー
ダによるチームセッション）

�個別支援群：カウンセリング，面談，電話支援
対照群：調査結果返却のみ

チーム履修群：
社会認知理論
個別支援群：カ
ウセリング手法
（ロジャースの
現象理論など複
合的に使用）

Sorensen G
et al,
２００７（１７）

記載なし U.S. and
Canada

RCT 野菜＆果物摂取
増加と禁煙につ
いて電話と手紙
による個別支援
の効果の検証

介入群：１）個別介入：電話支援，手紙支援，情報提
供（教育教材）
対照群：介入開始時と終了時のみ手紙支援（介入期間
中は支援なし）

トランスセオレ
ティカルモデ
ル，社会認知理
論

Engbers LH
et al,
２００６（１８）

Food
Steps

Nether-
lands ，
バーグ

CT 食環境介入（野
菜果物摂取，脂
質摂取量減少）
の効果の評価

介入群：１）個別介入（冊子，リーフレット），２）
環境介入（食堂・自販機の栄養表示，ヘルシーメ
ニューの提供，階段や職場でのウォーキングなどの運
動量の表示など）
対照群：介入なし

記載なし

Sorensen G
et al,
２００５（１９）

Healthy
Direc-
tions ―
Small
Business
study

U.S. RCT ，
施設単
位

職域における環
境介入プログラ
ムの効果の検証

介入群：１）個別介入（個別支援など） ２）集団介
入（小グループディスカッション） ３）環境介入（卓
上メモ，デモンストレーション，ヘルシーフードの提
供，禁煙場所の確保など） ４）組織介入（マネージャ
によるソーシャルサポート，人種・識字率に配慮した
活動など） ５）審議会の設置 ６）その他（イベン
ト，家族への教育教材の提供など）
対照群：最小限の介入（禁煙プログラム）

従業員参加の原
則，社会関係モ
デ ル（social
context model）

Steenhuis I
et al,
２００４（２０）

記載なし Nether-
lands

RCT ，
施設単
位

社員食堂におけ
る野菜果物摂取
増加と脂質摂取
減少とを目指し
た複数の環境プ
ログラムと教育
プログラムとの
組み合わせ効果
を比較すること

介入群：
�ラベル表示群（LP）：情報提供＋低脂製食品と野菜
果物に，プログラムロゴ，低脂肪の表示，など

�食物提供群（FSP）：情報提供＋低脂肪食品の提供
と増加

�個別・集団教育群（EP）：情報提供（ポスター，卓
上メモ，介入前半は知識提供，後半はセルフエフィ
カシー向上など）

対照群（NP）：記載なし

記載なし
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検証した栄養・健康教育のエビデンステーブル

介入期間 対 象 者 調査方法（妥当性
検証記載の有無） ITT解析 野菜（野菜＆果物）

摂取のアウトカム 効果 そのほかの
結果指標

１６週間 カイザー財団北カリフォルニア
支部の地方職員８，０００人より７８７
人を割り付け
介入群：�１９５人，�５７人，�
９９人
対照群：４３６人
（女性：６５―７６％，ホワイトカ
ラー）

Block Food Fre-
quency Question-
naire
（記載あり）

○ 介入後０．１８カップ当量の増加
（ｐ＝０．０３），介入後から４カ月
後のフォロー時で０．３５カップ当量
の増加（ｐ＝０．００１），�の参加者
では介入後で０．３１カップ当量の増
加（ｐ＝０．０２）

○ 飽和脂肪酸，
トランス脂肪
酸，糖類，身
体活動量

６か月 IT企業（２か所），病院（２か
所），保険会社（１か所），銀行
（１か所），警察（１か所）合
計２１，０００人の従業員のうち，
BMI≧２５，８時間労働者１，３８６
人を割り付け
�電話支援群：４６２人
�メール支援群：４６４人
対照群：４６０人
（男性：６５―７０％ ホワイトカ
ラー）

short fruit and
vegetable ques-
tionnaire
（記載あり）

○ １日に野菜２００g以上摂取者の割
合は，対照群と比較して
�電話支援群
�メール支援群
ともに有意な変化なし

× 脂質，身体活
動，体重，腹
囲

？ 介入群：公立大学の警備員１０２
人
対照群：同じ大学の大学病院の
警備員８４人
（男女の割合記載なし）

�FFQ
（記載なし）
�２４時間思い出し
法

（エネルギー，３
大栄養素，脂質の
結果に使用）

× 各群の前後比較の結果のみ記載 ？ 身体計測値
（身 長，体
重，ウ エ ス
ト，ヒップ），
血圧，絶食時
の血糖値，血
清脂質

？ 消防組織（５か所）の消防士６９８
人のうち５９９人を割り付け
�チーム履修群：１８６人
�個別支援群：１６５人
対照群：１２９人
（男性９６―９８％）

野菜と果物の簡易
版FFQ
（記載あり）

× 各群の前後比較の結果のみ記載 ？ 知識行動信
念，脂質エネ
ルギー，身体
活動，体重，
健康全般

６か月 建設業組織（LIUNA）の労働
者１，１０９人のうちベースライン
調査の完遂者６７４人を割り付け
ベースラインとフォローアップ
調査完遂者
介入群：２９６人
対照群：２８０人
（男性９４―９５％，ブルーカラー）

７項目簡易型FFQ
（National Can-
cer Institute’s ５―
A―Day for Better
Health research
projectsによる，
スコア化して使
用，妥当性検証記
載なし）

×
（ITT解
析実施し
ているが
主要解析
はコンプ
リート解
析）

野菜＆果物の介入前後では
介入群：約１．５SV増加
対照群：０．０９SV減少
（ｐ＜０．０００１）

○ 喫煙率

１２か月 国営企業（２社）４，４００人より，
オフィスワークで階段が使える
人，BMI２３以上，介入継続を約
束できる人を抽出
介入群：１工場２４４人
（女性３６．９％）
対照群：１工場２７１人
（女性４２．１％）
（ホワイトカラー）

野菜４項目と果物
６項目の簡易型
FFQ
（記載あり）

× 介入群と対照群の介入前後の差の
比較は１．０５（ｐ＝０．１５）で有意差
なし
（性，BMI，喫煙，飲酒調整後）

× 脂質，行動の
心理社会的決
定要因（態度，
社会的支援，
自己効力感，
意思）

１８か月 ダン＆ブラッドストリートデー
タベースで製造業（医療器具，
クリーニング，印刷サービスな
ど）１３１事業所からフォローアッ
プ評価まで完遂した２４か所を割
り付け
介入群：１２か所 ８０６人
対照群：１２か所 ９３１人
（男性５６―７５．４％）

The National
Cancer Institute’s
nine ５―A―DAY
for Better Healtn
research studies
のFFQ
（記載あり）
野菜果物摂取の指
標は５SV以上もし
くは５SV未満の２
分法

○ 野菜＆果物摂取が５SV以上と回答
した人数はベースライン時とフォ
ローアップ時で有意差なし

× 赤身の肉，身
体活動，マル
チビタミン

１か月 大企業と政府組織の事業所１７か
所を４群に割り付け
�LP群：２１５人
�FSP群：２９０人
�EP群：２９３人
対照群（NP）：２１５人
（ホワイトカラー，プログラム
実施１ヶ月後の解析人数１，０１３
人 男性６２％）

簡易版FFQリスト
（記載あり）

× 野菜＆果物の摂取量の変化は６か
月後で，全てのプログラムにおい
て有意差なし

× 脂質，売上率
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表１ 職域における野菜（野菜＆果物）摂取を

著 者 プロジェ
クト名 実施場所 研究デ

ザイン 本論文の目的 介 入 内 容 理論・モデル

Holdsworth M
et al,
２００４（２１）

The
Heart-
beat
Award
Project
（HBA）

U.K.，レ
ス タ ー
シャー州

CT HBA scheme実
行に基づく従業
員の食習慣の変
化を評価．観察
された変化がそ
のschemeに よ
るものかを検討
すること

介入群：HBA scheme１）～４）の戦略と栄養表示
１）メニューの１／３をヘルシー食にする
２）食堂の１／３を禁煙区域にする
３）食品取扱スタッフの３０％が衛生訓練を受講
４）食品衛生基準の遵守
比較群：記載なし

記載なし

Sorensen G
et al,
２００２（２２）

The
Well-
Works―２
Study

U.S.，東
部 マ サ
チ ュ ー
セッツ州

RCT ，
施設単
位

ブルーカラー労
働者における禁
煙と野菜果物摂
取増加の効果検
証

介入群：１）個別介入（栄養とたばこの支援，目標設
定，セルフ・アセスメント） ２）集団介入（グルー
プ・ディスカッション） ３）環境介入（食堂整備，
ディスプレイ，デモンストレーションなど） ４）審
議会の設置 ５）その他（コンテストなど）
対照群：介入群と同様のプログラムに勤務中の危険物
暴露減少のためのプログラムを追加

コミュニティ・
オーガニゼー
ション原理，参
加型原則，社会
的生態学モデル

Campbell MK
et al,
２００２（２３）

The
Health
Work
for
Women
（HWW）

U . S . ，
ノースカ
ロライナ
州東部の
９郡

RCT ，
施設単
位

女性従業員への
ヘルスプロモー
ションプログラ
ム（HWW）の
効果検証

介入群：１）個別介入（PCによるテイラード個別ヘ
ルスメッセージ「women’s magagines」）２回実施，
個別相談など ２）集団介入（集団トレーニング，ロー
ルプレイ，グループ討議など）
対照群：１）個別介入（「women’s magagines」）を
介入後期に１回実施

社会的認知理
論，トランスセ
オレティカルモ
デル，ソーシャ
ル・サポートモ
デル，保健行動
変 容 理 論，コ
ミュニケーショ
ン 理 論，ソ ー
シャルマーケ
ティング

Cook C
et al,
２００１（２４）

記載なし New
Zea-
land，南
オークラ
ンド

CT 男性時給制労働
者に対する緩や
かな職域介入
（食行動，身体
活動，血圧，体
重の減少など）
の効果検証

介入群：１）個別介入（行動変容段階モデルを導入し
た個別相談など） ２）環境介入（食堂での低脂肪メ
ニュー提供，ヘルシーダイエットのリーフレット，
ディスプレイなど） ３）集団介入（ワークショップ
６回など）
対照群：記載なし

トランスセオレ
ティカルモデル

２区分

Beresford
SAA
et al,
２００１（２５）

Seattle５
ADAY
Work-
site Pro-
gram

U.S.，シ
アトル

RCT ，
施設単
位

環境介入による
職場全体の野菜
＆果物摂取効果
検証

介入群：行動変容の準備性に沿った環境と個人への介
入 １）個別介入（冊子，ニュースレターなど） ２）
集団介入（料理教室など） ３）環境介入（卓上メモ，
レシートへのカロリー表示，食堂でのヘルシーメ
ニュー，料理デモンストレーション，家族支援（子供
の料理本作成など） ４）審議会設置 ５）その他（イ
ベントなど）
対照群：記載なし

トランスセオレ
ティカルモデ
ル，コ ミ ュ ニ
ティオーガニ
ゼーションアプ
ローチ

Buller DB
et al,
１９９９（２６）

記載なし U.S.，ア
リゾナ州
（ツーソ
ン，フェ
ニ ッ ク
ス）

RCT ，
施設単
位

野菜＆果物取増
加を目指した同
僚による教育介
入プログラムの
効果検証

介入群：
１）ピアエデュケーターの抽出と育成 ２）個別介入
（電話や個別相談など） ３）集団介入（グループディ
スカッションなど） ４）野菜の種やレシピ本のイン
センティブ ５）その他通常の５ a dayプログラム
（メール，ポスター，食堂のプロモーション，ゲスト
講演）
対照群：通常の５a dayプログラム

ソーシャルサ
ポ ー ト（ソ ー
シャルネット
ワーク）

Emmons KM
et al,
１９９９（２７）

The
Working
Healthy
Project
（WHP）

U . S . ，
ロードア
イランド
州とマサ
チ ュ ー
セッツ州
南東部

RCT ，
施設単
位

職域健康増進プ
ロ グ ラ ム
（WHP）の 行
動変容の評価

介入群：１）個別介入（栄養・身体活動・禁煙教育の
冊子，ニュースレター，セルフテスト，ホームビデオ
など） ２）集団介入（小集団教育） ３）環境介入（卓
上メモ，ポスター，食堂での成分表示，宅配対策，
ソーシャルサポート，禁煙環境対策） ４）審議会の
設置 ５）その他（キックオフイベント，コンテスト
など） ６）政策不履行の場合のペナルティ ７）WHP
の最小限の教育
対照群：WHPの最小限の教育

参加型戦略モデ
ル，個 人・組
織・地域活性化
理論

Tilley BC
et al,
１９９９（２８）

The
Next
Step
Trial

U.S.,Can-
ada

RCT ，
施設単
位

栄養教育プログ
ラム（低脂肪，
高食物繊維の食
行動）の効果検
証

介入群：１）個別介入（１年目はセルフケア教材送付
など，２年目は食事調査結果，目標設定，家族・同僚
からのサポートを得るための助言などのフィードバッ
ク） ２）集団介入（１年目は栄養教室５回／年）
対照群：記載なし

社会認知理論，
ソーシャルサ
ポート，トラン
スセオレティカ
ルモデル
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検証した栄養・健康教育のエビデンステーブル

介入期間 対 象 者 調査方法（妥当性
検証記載の有無） ITT解析 野菜（野菜＆果物）

摂取のアウトカム 効果 そのほかの
結果指標

６か月 介入群：４か所（１か所のサー
ビス産業，２か所の病院，１か
所のシューズ工場）
４５３人女性７０．５％）
比 較 群：２か 所（１か 所 の
シューズ工場，１か所のデパー
ト店 １２４人 女性２９．５％）

FFQ
（記載あり）

× 野菜摂取頻度（OR：１．３２，９５％
CI：０．７５―１．３２）有意差なし．果
物摂取頻度（OR：１．８３，９５％CI：
１．０９―３．０８，ｐ＝０．０２９）

野菜×
果物○

食品選択の変
化

？ ダン＆ブラッドストリートリス
トデータベースに登録された８９
か所の製造事業所の内，１５か所
を割り付け
介入群：８か所
対照群：７か所
（ベースライン時の対象者数
９，０１９人，男性６６．４％，ブルー
カラー）

National Cancer
Institute’s Five―
A―Day for Better
Health research
projectsで開発さ
れた７項目の野菜
果物簡易型FFQ
（記載なし）

× 野菜＆果物摂取量の変化の有意差
なし

× 禁煙率

１８か月 ９か所の中小企業から割り付け
介入群：４か所
対照群：５か所（後期介入群）
（解析時対象者 ６６０人 女性
７７％ ブルーカラー）

２８項目FFQ
（記載あり）

× 野菜＆果物摂取量が介入後（１８ヵ
月後），０．７SV増加（ｐ＝０．０１）

○ 脂質スコア，
身体活動，
（喫煙率，が
ん受診率は表
の結果を示さ
ず）

６か月 ２製造業を対象
介入群：１か所 １３２人
対照群：１か所 １２１人
（男性ブルーカラーが主体の自
発的参加者）

自記式アンケート
（記載なし）

× 野菜（２―３SV）と答えた者の割合
はベースラインと１２カ月後では介
入群で有意に増加（ｐ＝０．００７）
果物（２―３SV）と答えた者の割合
はベースラインと１２カ月後では有
意差なし

野菜○
果物×

脂質スコア，
食知識，身体
活動，血圧，
体重，BMI，
ウエスト周囲
径

１２か月 食堂を持つ２８か所の事業を割り
付け
介入群：（１３か所，１，３４２人，男
性４１％）
対照群：（１４か所，１，４００人，男
性４３％）

・FFQ
（記載あり ０．４７
―０．５７）
・２４時間思い出し
法

・食堂レジでの観
測SVデータ

× ◎主要アウトカムはFFQの断面
解析

野菜＆果物摂取量が介入２年後，
０．３SV増加（ｐ＜０．０５）

○ 野菜＆果物の
観測データ

１８か月 ベースライン２，０９１人より９３小
集団をマッチドペアで割り付け
介入群：４１集団
対照群：４１集団
（対象者数９０５人，男性７４％，
ブルーカラー）

・２４時間思い出し
法

・FFQ
（記載なし）

× ◎主要アウトカムは２４時間思い出
し法

野菜＆果物摂取量が介入後
２４時間思い出し法：０．７７SV増加
（ｐ＜０．００１）
フォローアップ６カ月後調査後
２４時間思い出し法：０．４１SV増加
（ｐ＝０．０３４）

○ 食態度

？
（２年半）

２６事業所（製造工場）をマッチ
ドペアで割り付け
介入群：１１か所
対照群：１１か所
（ベースライン時２２９１人，男性
５２％，ブルーカラー５４％）

８８項 目 のBlock
food frequency半
定量FFQ
（記載あり）

× 各群の前後比較の結果のみ記載 ？ 脂質，食物繊
維，身 体 活
動，喫煙，行
動変容段階

２４か月 ２８か所の事業所（自動車産業）
を割り付け
介入群：１５か所
対照群：１３か所
（対象者数５，０４２人，男性９７％）

National Cancer
Institute’s ５―A―
Day for Better
Health research
projectsで使用し
た調査票
（記載なし）

× 野菜＆果物摂取量が１年後０．２
SV／日増加（ｐ＝０．００１），２年後
０．１SV増加（ｐ＝０．１１）

○ 脂質，食物繊
維
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野菜（野菜＆果物）摂取増加の評価と栄養・健

康教育内容

今回のレビュー論文の野菜（野菜＆果物）摂

取増加のアウトカムの評価を検証した結果を表

２に示す．採択論文全ての研究デザインは

RCTまたはCTだったが，そのうち４件の研究

は野菜摂取の効果検証として，対照群との差や

割合を正しく解析していなかった１５，１６，２７，３１）．調

査票の妥当性の検証に関しては，２４時間思い出

し法以外の調査票で，妥当性検証を実施したと

の一文が記載されていなかった研究が８件認め

られた１５，１７，２２，２４，２８，２９，３２，３３）．また，主要アウトカム

の野菜摂取増加の解析に対しintention―to―

treat（ITT）を実施した研究は，４件１３，１４，１９，３２）

のみであった．

我々が規定した野菜（野菜＆果物）摂取増加の

アウトカム評価の結果，野菜摂取増加が適正に

評価された論文は２１件中１０件１３，１４，１８，１９，２０，２１，２３，２５，２６，３０）

であり，そのうち介入研究により野菜摂取が増

加した研究は５件１３，２３，２５，２６，３０）であった．その５件

は２４時間思い出し法を使用したBullerらの研究

（０．７７SV増加）２６），調査票の妥当性若しくは信

頼性の検証をしたことを記載したSternfeldら

の研究（０．１８cup増加）１３），Campbellらの研究

（０．７SV増加）２３），Beresfordらの研究（０．３SV

増加）２５），Sorensenらの研究（０．１８SV増加）３０）で

表１ 職域における野菜（野菜＆果物）摂取を

著 者 プロジェ
クト名 実施場所 研究デ

ザイン 本論文の目的 介 入 内 容 理論・モデル

Sorensen G
et al,
１９９９（２９）

The
Treatwell
５―a―day
Study

U.S.，マ
サチュー
セッツ州
東部

RCT ，
施設単
位

野菜＆果物摂取
増加を目指した
家族と職場環境
支援の効果検証

介入群：
�職域介入群 �職域＋家族介入群
１）個別介入（教育の機会など） ２）集団介入（講
義１０回など） ３）環境介入（野菜果物ラベル表示，
ビデオ・本を食堂に設置など） ４）審議委員会 ５）
その他（イベント，コンテストなど） ６）家族介入
群のみ従業員の子供たちが野菜果物のイラストを描き
料理本を作成，自宅学習プログラム，レター・メー
ル，会社行事のフェスティバルなどを追加 ７）最小
限の介入（５ a Dayのメディアキャンペーン，１時
間の栄養講義，味覚テスト）
対照群：最小限の介入

コミュニティ
オーガニゼー
ション，社会生
態学モデル

Sorensen G
et al,
１９９６（３０）

Working
Well
Trial

U.S.，マ
サチュー
セッツ州

RCT ，
施設単
位

個人と環境介入
プログラム（食
事とたばこ改
善）の行動変容
効果検証

介入群：１）個別介入（ニュースレター，冊子など）
２）環境介入（ポスター，食堂での食物提供，自動販
売機の改善，禁煙対策など） ３）審議会の設置 ４）
その他（キックオフイベント，キャンペーンなど）
対照群：最小限の介入（ポスター，ニュースレター）

トランスセオレ
ティカルモデ
ル，個 人・組
織・地域活性化
理論，参加戦略
モデル

Brug J
et al,
１９９６（３１）

記載なし Nether-
lands ，
アムステ
ルダム

RCT 野菜＆果物増加
と脂質減少を目
的としたPC利
用のテイラード
メイド栄養プロ
グラムと一律の
栄養プログラム
との比較

介入群：１）個別介入（PCを利用したテイラードプ
ログラム個別支援）
対象群：一般的な栄養教育（冊子，手紙）

意思決定理論

Hanlon P
et al,
１９９５（３２）

記載なし U.K.，ス
コットラ
ンド，グ
ラスゴー

RCT 健康診断または
リスクスコアの
個別フィード
バックによる行
動変容とリスク
スコア軽減の評
価

介入群：
�個別面談群（カウンセラーによる情報提供）
�個別面談＋血清コレステロール濃度結果返却群
�個別面談＋心疾患リスクスコア結果返却群
�個別面談＋血清コレステロール濃度結果返却＋心疾
患リスクスコア結果返却群

�内部対照群（介入職域内の対象者に検診結果のみ返
却）

対照群：（介入職域外の対象者に検診結果のみ返却）

記載なし

Zimmerman RS
et al,
１９８８（３３）

The Fire
Fighter’s
Health
Project

U.S，フ
ロリダ州
デイド郡
中央

CT 消防士とその家
族の職域健康増
進プログラムの
影響評価

介入群：１）集団介入（１０回のグループセッション）
２）その他（電話・手紙の簡単な健診結果フィードバッ
ク）
対照群：電話・手紙の簡単な健診結果フィードバック

ソーシャルサ
ポ ー ト，ソ ー
シャルネット
ワーク

ITT解析：○はITT解析，×はITT解析ではないものを示す．
介入期間，プロジェクト期間：？は不明または記載があっても不明瞭を示す．
効果：○は効果あり，×は効果なし，？は不明を示す．
著者欄にある年号は論文発行年，また（ ）内の数値は文献番号である．
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あった．

またこの５件の論文では，個別教育や集団教

育による知識などの情報提供のみでなく食堂改

善や家族や同僚の支援にも取り組んだ環境支援

プログラム２５）２６）３０）とITも積極的に取り入れたプ

ログラム１３）２３）が栄養・健康教育の内容として行

われていた．

� 考 察

職域における栄養・健康教育による野菜（野

菜＆果物）摂取増加についてシステマティック

レビューを行い，２１件の採択論文を抽出した．

その後我々が規定した野菜（野菜＆果物）摂取

増減のアウトカムの評価を行ったところ，国内

文献では基準に達する論文は認められず，海外

文献でも極めて数が少なく１０件であった．タイ

トルと抄録の精読段階では，野菜（野菜＆果物）

の増加に取り組んだ５２件の栄養・健康教育の介

入研究（RCT，CT）が報告されていたが，そ

の多くが大規模研究の一部，つまり横断的調査

や２次解析の報告であったため，野菜（野菜＆

果物）摂取のプログラム効果を評価した研究は

２１件に絞られた．

採択された２１件の論文を評価したところ，対

照群が設定されていたが，対照群との差や割合

を正しく比較していない文献が４件存在し

検証した栄養・健康教育のエビデンステーブル

介入期間 対 象 者 調査方法（妥当性
検証記載の有無） ITT解析 野菜（野菜＆果物）

摂取のアウトカム 効果 そのほかの
結果指標

１９．５か月 ２２か所の地域健康センターを割
り付け
�職域介入群：７か所
�職域＋家族介入群：７か所
対照群：８か所
（ベースライン時１，３５９人，ラ
テン系女性８５．７～８０．７％，ホワ
イトカラー）

National Cancer
Institute’s ９ Five
a Day Better
Health Research
projectを 基盤 に
したFFQ
（記載なし）

× �職域＋家族介入群の野菜＆果物
摂取量は，対照群より１．５SV増加
（ｐ＝０．０１８）

○ 同僚や家族の
支援効果

？ １１１か所の事業所（製造業・通
信業・公益事業など，対象者は
総計で２８，０００人以上）を対照群
とマッチドペア
�介入群：１０８か所
�対照群：数値の記載なし

８８項目Block food
frequency FFQ
（記載あり）

× 野菜＆果物摂取量は０．１８SV／日増
加（ｐ＝０．０００１）

○ 脂質，食物繊
維，喫煙

３週間 ６８６名の石油会社（ロイヤルシェ
ル研究所）の従業員のうちの３４７
人
介入群：１７８名
対照群：１６９名
（男性８３％）

１２１項目FFQ
（記載あり：妥当
性０．５８，信 頼 性
０．７７）

× 各群の前後比較の結果のみ記載 ？ 脂質，プログ
ラム評価

１２か月 ２か所の事業所１，６３２人（男性
８９％，２０―６５歳，ブルーカラー
が主体）
介入群：１，３７１人（男性１，２０４人
を内部対照群を含む５群に群分
け）
対照群：２６１人

自己申告による野
菜・果物摂取アン
ケート
（記載なし）

○ 果物と野菜摂取行動
�VS�では�のプログラムにお
いて野菜果物摂取が増加したと回
答した割合の差（１２．７％）が有意
に 増 加（ｐ＜０．００１），�VS�は
有意差なし

○ 血清コレステ
ロール濃度，
拡 張 血 圧，
BMI , Dundee
risk score，
自己申告の行
動変容

５か月 消防署の消防士とその妻
介入群：６４人
対照群：１８人

電話インタビュー
（記載なし）

× 妻の報告による消防士の野菜＆果
物摂取行動の増加は有意差なし．
妻も有意差なし

× 妻自身と夫
（消防士）の
食事改善，体
重と他の行動
変容
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た１５，１６，２７，３１）．この４件を除いた１７件の論文を，

野菜（野菜＆果物）摂取増減のアウトカムの評

価をするために調査票の信頼性を評価したとこ

ろ１０件の論文が該当した．そのうち，野菜（野

菜＆果物）摂取が増加した研究は５件のみと

なった．

野菜（野菜＆果物）摂取が増加した研究では，

複数の行動科学理論を使用していたが，野菜

（野菜＆果物）摂取が増加しなかった５件中４

件の研究では理論の記載は認められなかった．

このことから，職域において野菜（野菜＆果物）

摂取を増加させる効果的な介入プログラムには

理論をベースにおいた介入手法が効果的である

ことが示された．Ciliska３４）らは，アメリカにお

ける地域を対象にしたレビューにおいても同様

の結論を述べている．

また今回の我々の結果では，野菜（野菜＆果

物）摂取増加が認められた５件中４件の介入プ

ログラムにトランスセオレティカルモデルの理

論が用いられていた１３，２３，２５，３０）ことから職域での

野菜（野菜＆果物）摂取増加介入プログラムに

トランスセオレティカルモデルを用いることが

有効である可能性が示唆された．

一方，本レビュー研究で設定した野菜（野菜

＆果物）摂取増加のアウトカム評価の基準を満

たした報告は，１０件のみであったが，その内の

約半数にあたる５件１４，１８，１９，２０，２１）には，野菜（野菜

＆果物）摂取増加が認められなかったことから，

職域での野菜（野菜＆果物）摂取増加を目的と

したより効果的なプログラムの開発が必要であ

ると考えられた．

Steenhuisら２０）は，ポピュレーション全体に

働きかける緩やかな介入は，職場内で出入りが

多い従業員に対してインパクトが低かったと報

告しており，ポピュレーションアプローチの課

題としては，従業員のニーズの把握不足，現場

での推進の難しさ，介入期間の不適切な設定な

どが挙げられている２０）．

また，近年の教育プログラムの傾向として費

用対効果を考えてカウンセラーを導入しないイ

ンターネットのみのプログラムを実施し，野菜

（野菜＆果物）摂取１３）や食態度３５）の効果を報告

したものもみられた．Sternfeldらは，イン

ターネットへのアクセスが頻繁にできる職場に

は，効果的なツールであると言及しており１３），

現在は野菜（野菜＆果物）摂取と費用対効果を

考慮した検証も始まりつつある３６）．

本研究の限界として，文献検索に用いたデー

タベースが限定されていたこと，英語と日本語

論文に限定したこと，さらに採択した論文の参

表２ 野菜摂取増加の質的評価

質的評価項目
研 究＊１

No１３ No１４ No１５ No１６ No１７ No１８ No１９ No２０ No２１ No２２ No２３ No２４ No２５ No２６ No２７ No２８ No２９ No３０ No３１ No３２ No３３

１ 研究デザイン
RCT, CT＊２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２ 介入群とコン
トロール群が
同じ職種＊２

○ ？ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ？ ○ ○ ○ ？ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○

３ 野菜（野菜＆
果物）の調査
票の妥当性検
証の記載があ
る，若しくは
調査票が２４時
間記録＊２

○ ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ × × ○ ○ × ×

４ 解析がコント
ロール群との
差や割合を比
較＊２

○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ？ ○ ○ ○ × ○ ○

５ ITT解析＊２ ○ ○ × × × × ○ × × × × × × × × × × × × ○ ×

評 価＊３ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

＊１ 表中の数字は文献番号を指す
＊２ それぞれの項目に該当する場合「○」，該当しない場合「×」，明確な判断ができない場合「？」とした
＊３ 質的評価項目１，３，４の３項目全てが該当する場合「Ａ」とした
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考文献のハンドサーチをかけなかったことか

ら，選択バイアスがあった可能性は否定できな

い．さらに，著者らの報告に伴う出版バイアス

も考えられる．また本レビューの精読過程にお

いて，本採択論文に理論，調査方法等の記載が

なく，同じ母体の他の論文に記載があった場合

もあり，採択論文より真の情報を収集できな

かった可能性もある．これは掲載雑誌の種類や

研究分野により論文に求められる記述内容が異

なることに起因するものと考えられ，システマ

ティックレビューを行う際の留意点とみなすこ

とができるだろう．

一方国内ではカテゴリカルデータの前後比較

研究や，少人数（３０名前後）の有所見者を対象

にした比較研究は報告されていたが，職域にお

けるポピュレーションを対象にした栄養教育

（RCTやCT）において，野菜摂取量の増減を

報告した科学的なエビデンスは見当たらなかっ

た．これはRCT・CTのデザインで栄養・健康

教育を推進することの難しさや，摂取量の測定

をする妥当性のある調査票の活用がまだ十分で

はないことも要因であろう．今後野菜摂取増加

の費用対効果の検証が行われる際には，サービ

ング数や摂取量のアウトカム評価が必要であ

り，国内でのエビデンスの構築は緊急である．

今後わが国の職域における栄養・健康教育分野

の研究でも，海外の先行研究を参考にし，日本

人の食生活の特徴を生かした野菜摂取プログラ

ムの効果検証をしていくことが重要である．

� 結 論

職域を対象にした栄養・健康教育実施による

野菜（野菜＆果物）摂取増加についてシステマ

ティックレビューを行い，野菜（野菜＆果物）

摂取増加のアウトカムの評価をした結果，海外

文献２１件中１０件を抽出し，そのうち効果がみら

れたのは５件（０．７SV,０．３SV,０．１８SV,０．７７SV,

０．１８cup）であった．効果が認められた栄養・

健康教育の内容は知識などの情報提供のみでは

なく，環境支援やITの積極的な活用が行われ

ており，５件全てのプログラムには行動科学理

論が用いられていた．国内では我々の評価基準

に達する論文はなかった．

今後は我が国の職域における栄養・健康教育

のエビデンスの構築に向け，野菜摂取量の適確

な評価方法を用いた効果的なプログラム開発が

必要である．また，職域での栄養・健康教育を

実施する際には，行動科学理論を用いた効果的

なプログラムを考案し，野菜摂取増加を実現す

ることが重要であると確認された．
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１４）Van Wier MF, Ariëns GA, Dekkers JC, et al.

Phone and e―mail couselling are effective for

weight management in an overweight working

population: a randomized controlled trial. BMC Pub-

lic Health２００９;９:６.

１５）Moy FM, Ab Sallam A, Wong ML. Dietary modi-

fication in a workplace health promotion program

in Kuala Lumpur, Malaysia. Asia Pac J Public

Health２００８;２０:１６６―７２.

１６）Elliot DL, Goldberg L, Kuehl KS, et al. The

PHLAME（Promoting Healthy Lifestyles: Alterna-

tive Models’Effects）firefighter study: outcomes of

two models of behavior change. J Occup Environ

Med２００７;４９:２０４―１３.

１７）Sorensen G, Barbeau EM, Stoddard AM, et al.

Tools for health: the efficacy of a tailored interven-

tion targeted for construction laborers. Cancer

Causes Control２００７;１８:５１―９.

１８）Engbers LH, van Poppel MN, Chin A Paw M, et

al. The effects of a controlled worksite environ-

mental intervention on determinants of dietary be-

havior and self―reported fruit, vegetable and fat in-

take. BMC Public Health２００６;１７：６:２５３.

１９）Sorensen G, Barbeau E, Stoddard AM, et al. Pro-

moting behavior change among working―class, mul-

tiethnic workers: results of the healthy directions―

small business study. Am J Public Health２００５;９５:

１３８９―９５.

２０）Steenhuis I, van Assema P, van Breukelen G, et

al. The impact of educational and environmental in-

terventions in Dutch worksite cafeterias. Health

Promot Int２００４;１９:３３５―４３.

２１）Holdsworth M, Raymond NT, Haslam C. Does the

Heartbeat Award scheme in England result in

change in dietary behaviour in the workplace？

Health Promot Int２００４;１９:１９７―２０４.

２２）Sorensen G, Stoddard AM, LAMontagne AD, et al.

A comprehensive worksite cancer prevention inter-

vention: behavior change results from a random-

ized controlled trial （United States）. J Public

Health Policy２００３;２４:５―２５.

２３）Campbell MK, Tessaro I, DeVellis B, et al. Effects

of a tailored health promotion program for female

blue―collar workers: health works for women. Prev

Med２００２;３４:３１３―２３.

２４）Cook C, Simmons G, Swinburn B, et al. Changing

日健教誌 第２０巻 第１号 ２０１２年

１６



risk behaviours for non―communicable disease in

New Zealand working men ― is workplace interven-

tion effective？ NZ Med J２００１;１１４:１７５―８.

２５）Beresford SA, Thompson B, Feng Z, et al. Seattle

５ a Day worksite program to increase fruit and

vegetable consumption. Prev Med２００１;３２:２３０―３８.

２６）Buller DB, Morrill C, Taren D, et al. Randomized

trial testing the effect of peer education at increas-

ing fruit and vegetable intake. J Natl Cancer Inst

１９９９;９１:１４９１―５００.

２７）Emmons KM, Linnan LA, Shadel WG, et al. The

Working Healthy Project: a worksite health―promo-

tion trial targeting physical activity, diet, and smok-

ing. J Occup Environ Med１９９９;４１:５４５―５５.

２８）Tilley BC, Glanz K, Kristal AR, et al. Nutrition in-

tervention for high―risk auto workers: results of

the Next Step Trial. Prev Med１９９９;２８:２８４―９２.

２９）Sorensen G, Stoddard A, Peterson K, et al. In-

creasing fruit and vegetable consumption through

worksites and families in the treatwell ５―a―day

study. Am J Public Health１９９９;８９:５４―６０.

３０）Sorensen G, Thompson B, Glanz K, et al. Work

site―based cancer prevention: primary results from

the Working Well Trial. Am J Public Health１９９６;

８６:９３９―４７.

３１）Brug J, Steenhuis I, van Assema P, et al. The im-

pact of a computer―tailored nutrition intervention.

Prev Med１９９６;２５:２３６―４２.

３２）Hanlon P, McEwen J, Carey L, et al. Health checks

and coronary risk: further evidence from a random-

ised controlled trial. BMJ１９９５;１６;３１１:１６０９―１３.

３３）Zimmerman RS, Gerace TA, Smith JC, et al. The

effects of a worksite health promotion program on

the wives of fire fighters. Soc Sci Med １９８８; ２６:

５３７―４３.

３４）Ciliska D, Miles E, O’brien MA, et al. Effective-

ness of community―based interventions to increase

fruit and vegetable consumption. J Nutri Educ２０００;

３２:３４１―５２.

３５）Block G, Sternfeld B, Block CH, et al. Develop-

ment of Alive！ （A Lifestyle Intervention Via

Email）, and its effect on health―related quality of

life, presenteeism, and other behavioral outcomes:

randomized controlled trial. J Med Internet Res

２００８;１９;１０: e４３.

３６）Cobiac LJ, Vos T, Veerman JL. Cost―effective-

ness of interventions to promote fruit and vegeta-

ble consumption. PLoS One２０１０;３０;５: e１４１４８.

（受付 ２０１１．２．１４．；受理 ２０１１．１２．２６．）

澤田，他／職域における野菜摂取増加とその栄養教育レビュー

１７



Worksite interventions and programs promoting
vegetables intake for workers: A systematic review

Kimi SAWADA＊１, Takako ISHIHARA＊２

Tomoko IMAI＊３, Kaori YOSHINO＊４

Objective: The purpose of this study was to review the worksite intervention program for promot-

ing vegetable intakes, and to clarify the intervention program and behavioral science theories

systematically.

Methods: We searched Pub Med in an English database,“Igaku chuo zasshi”and JDream II in a

Japanese database in January２０１０. Search keywords were“vegetables”,“worksite”,“interven-

tion”. The selection criteria of the studies were１）the study design was Randomized Controlled

Trial（RCT）or Controlled Trial（CT）,２）intervention was for nutrition or health education,３）

the study examined increasing or decreasing vegetable intakes,４）the participants were employ-

ees, ５）the text was written in English or Japanese. A total of １３４ overseas articles were se-

lected by the keywords searched. After an initial screening of the title and abstract,８２articles

were rejected. After reviewing the full text of the remaining articles,２１articles were retained.

The reliability of the outcomes were checked and the evaluation of vegetable intakes changes

were setup.

Results: For the evaluated of changing vegetable intakes, ten articles were selected. Five studies

reported increasing vegetable intakes after intervention（increased by ０．１８―０．７７SV, or ０．１８

cup）. These five studies dealt with health information, environment（improvement of cafeterias,

peer support, etc.）and IT programs. Behavioral science theories were used in these five articles,

and four of them were transtheoretical models.

Conclusion: There were not enough articles for promoting vegetables intakes at worksites. It is

necessary to develop the effectiveness intervention program. It might be better to conduct not

only health information programs but also environmental and IT programs, and to adapt behav-

ioral science theories of worksite intervention programs for promoting the intake of vegetables.

〔JJHEP；２０（１）：３―１８〕

Key words: worksite, vegetable consumption, nutrition education, behavioral science theories, sys-

tematic review
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